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オーストラリアレポート
オーストラリア経済とリート市場の動向について

豪州政府は新年度予算案で財政健全化路線を維持
 豪州政府は2017年度予算案を公表し、基礎的財政収支を2020年度に黒字化する財政健全化の路線を維持。
 ムーディーズなど格付会社は予算案を概ね評価しており、当面は豪州国債のAAA格付が維持される公算高まる。
 政府は安定した景気拡大を予想。資源開発ブーム終焉の悪影響が一巡し、幅広い部門が経済成長をけん引へ。
 予算案は中小企業向け支援策やインフラ開発に重点。政府は今後4年間で約6兆円規模のインフラ投資を計画。

豪州政府の予算案は財政健全化の方針を維持

豪州政府は5月9日、2017年度（2017年7月～2018年6
月）の予算案を公表しました。新予算案の計画では、歳出
抑制により基礎的財政収支を2020年度に黒字化する財政健
全化路線が維持されました（図1）。

従来、主要格付会社からは豪州政府の財政規律に対する警
戒姿勢が示されてきましたが、今回の予算案を受けてムー
ディーズなど格付会社が財政黒字計画を概ね評価するコメ
ントを公表しており、当面は豪州国債のAAA格付が維持さ
れる公算が高まったとみられています。

（審査確認番号H29-TB58）

図2：豪政府予算案の主な政策概要

（出所）豪財務省 （注）基礎的現金収支は政府系ファンドの収支を除いた
財政収支（一般政府ベース）。年度は各年7月～翌年6月。

豪州政府は安定した景気拡大の継続を予想

予算案の経済見通しの前提では、豪州の実質GDP成長率は
3％に向けて安定した拡大が続くと予想されています（図1
表）。豪州政府は、資源開発ブームの終焉による経済成長
への悪影響が一巡し始め、民間消費や設備投資、資源輸出、
観光・教育セクターなど幅広い部門が経済成長をけん引す
るとの見方を示しています。

図1：豪州政府予算案の財政計画と経済見通し

（出所）豪財務省、各種報道

中小企業向け支援策やインフラ開発に重点

今回の予算案で示された経済政策は、中小企業向け支援策
やインフラ開発に重点が置かれています。豪州政府は2026
年までに全企業の法人税率を25％へ引き下げる方針を維持
しつつ、まずは大企業に先行して中小企業向けに減税や設
備投資促進策を進める計画を示しました。

インフラ開発に関しては、2020年度までの今後4年間で
700億豪ドル（約6兆円*）の輸送インフラへの投資計画が
公表されました。豪州政府はシドニー第2空港建設やメル
ボルン～ブリスベンの鉄道開発に出資し、インフラ開発を
促進する方針です。

このほか、今回の予算案には、寡占化が進む大手銀行への
課税策や、公的医療保険拡充のための増税策、初回住宅購
入者への支援策なども含まれています。

（*）1豪ドル＝85円換算
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（年度）

（GDP比、％）

基礎的財政収支

（2017年度予算案計画）

前年度予算案計画

（前年比、％）
2015年度
（実績）

2016年度
（予想）

2017年度
（予想）

2018年度
（予想）

2019年度
（予想）

実質GDP 2.6 1.75 2.75 3.0 3.0

名目GDP 2.3 6.0 4.0 4.0 4.5

インフレ率（年度末） 1.0 2.0 2.0 2.25 2.5

主な政策分野 政策の概要

中小企業向け
法人税減税

2026年度までに全企業の法人税率を25％へ引き下げる方針は
維持（現行は30％）。大企業に先行して、年間売上高5,000万豪
ドル以下の中小企業に対する法人税率を今後10年間で25％へ
引き下げ。

中小企業による
設備投資促進策

中小企業を対象とした最大2万豪ドルの即時減価償却制度を１
年間延長。

2020年度までに700億豪ドルの輸送インフラへの投資を計画。

シドニー第2空港の運営公社に対して53億豪ドルの出資。
2026年の開港を目指して建設を進める。

メルボルン～ブリスベンの鉄道開発に84億豪ドルの追加出資。

今後10年間で総額750億豪ドルを拠出し、道路や鉄道への投
資を促進。

メディケア増税
公的医療保険（メディケア）の資金調達を支援する基金を設立。
メディケア税率を現行2％から2.5％へ引き上げ。

大手銀行に課税
大手銀行の負債に0.06％課税し、今後4年間で62億豪ドルの税
収を見込む。

住宅購入支援
初回住宅購入者を対象に、税控除の対象となる住宅購入資金
用の積立口座制度を導入。

インフラ開発


